
議案第４３号 

 

   大口町税条例等の一部改正について 

 

 大口町税条例等の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成２３年９月１日提出 

 

大 口 町 長  森     進   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整

備を図るための地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部改正に伴い、この

条例等の一部を改正するため必要があるからである。 

 

 

 

 



 
 

大口町税条例等の一部を改正する条例 

 

 （大口町税条例の一部改正） 

第１条 大口町税条例（昭和３８年大口町条例第１５号）の一部を次のように改正

する。 

第７条第１項中「３万円」を「１０万円」に改める。 

第３５条の３第２項中「各号に掲げる」を「に規定する」に改める。 

第３５条の４第１項中「納税義務者のうち」を「納税義務者が」に、「３万円」

を「１０万円」に改める。 

第５１条の１０第１項中「３万円」を「１０万円」に改める。 

第５７条の２第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１１項」を「第３４９

条の３第１２項」に改める。 

第６８条第１項及び第７９条第１項中「３万円」を「１０万円」に改める。 

第９２条の次に次の１条を加える。 

（たばこ税に係る不申告に関する過料） 

第９２条の２ たばこ税の申告納税者が正当な事由がなくて第９０条第１項又

は第２項の規定による申告書を当該各項に規定する申告書の提出期限までに

提出しなかった場合においては、その者に対し、１０万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、町長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限

は、その発付の日から１０日以内とする。 

第１２５条の２を第１２５条の３とし、第１２５条の次に次の１条を加える。 

（特別土地保有税に係る不申告に関する過料） 

第１２５条の２ 特別土地保有税の納税義務者が正当な事由がなくて前条第１

項の規定による申告書を同項に規定する申告書の提出期限までに提出しなか

った場合においては、その者に対し、１０万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、町長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限
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は、その発付の日から１０日以内とする。 

附則第８条第１項中「平成２４年度」を「平成２７年度」に、「所得割の納税義

務者が前年中に租税特別措置法第２５条第１項各号に掲げる売却の方法により当

該各号に定める肉用牛を売却し、かつ、その売却した肉用牛がすべて同項に規定

する免税対象飼育牛（次項において「免税対象飼育牛」という。）である場合（そ

の売却した肉用牛の頭数の合計が２千頭以内である場合に限る。）」を「法附則第

６条第４項に規定する場合」に、「その肉用牛」を「肉用牛」に、「同法」を「租

税特別措置法」に改め、「（前年の第３２条第１項に規定する総所得金額に係る町

民税の所得割の額から、当該事業所得がないものとして計算した場合における同

項の総所得金額に係る町民税の所得割の額を控除した額とする。）」を削り、同条

第２項中「所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第２５条第１項各号に

掲げる売却の方法により当該各号に定める肉用牛を売却し、かつ、その売却した

肉用牛のうちに免税対象飼育牛に該当しないもの又は免税対象飼育牛に該当する

肉用牛の頭数の合計が２千頭を超える場合の当該超える部分の免税対象飼育牛が

含まれている場合（その売却した肉用牛がすべて免税対象飼育牛に該当しないも

のである場合を含む。）」を「法附則第６条第５項に規定する場合」に、「その肉用

牛」を「肉用牛」に、「同法」を「租税特別措置法」に、「次に掲げる金額」を「法

附則第６条第５項各号に掲げる金額」に改め、同項各号を削る。 

附則第１０条の２第４項中「第３１条の規定による認定」を「第７条第１項の

登録」に改める。 

（大口町税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大口町税条例の一部を改正する条例（平成２０年大口町条例第１１号）の

一部を次のように改正する。 

附則第２条第９項、第１６項及び第２１項中「平成２３年１２月３１日」を「平

成２５年１２月３１日」に改める。 

第３条 大口町税条例の一部を改正する条例（平成２２年大口町条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

附則第１条第４号中「平成２５年１月１日」を「平成２７年１月１日」に改め
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る。 

附則第２条第６項中「平成２５年度」を「平成２７年度」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中大口町税条例第７条の改正規定、同条第３５条の４第１項の改正規

定（「３万円」を「１０万円」に改める部分に限る。）、同条例第５１条の１

０第１項、第６８条第１項及び第７９条第１項の改正規定、同条例第９２条の

次に１条を加える改正規定、同条例第１２５条の２を第１２５条の３とし、第

１２５条の次に１条を加える改正規定並びに附則第４条の規定 公布の日から

起算して２月を経過した日 

(2) 第１条中大口町税条例附則第８条の改正規定及び次条の規定 平成２５年１

月１日 

(3) 第１条中大口町税条例附則１０条の２第４項の改正規定 高齢者の居住の安

定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成２３年法律第３２号）の施

行の日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の大口町税条例（以下「新条例」という。）附

則第８条の規定は、平成２５年度以後の年度分の個人の大口町民税について適用

し、第１条の規定による改正前の大口町税条例（以下「旧条例」という。）附則

第８条第１項に規定する免税対象飼育牛に係る所得に係る平成２４年度分までの

個人の大口町民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成２３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２２年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１０条の２第４項の規定は、附則第１条第３号に定める日以後に
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新築される同項に規定する貸家住宅に対して課すべき平成２４年度以後の年度分

の固定資産税について適用し、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３

年法律第２６号）の施行の日から同号に定める日の前日までの間に新築された同

号に掲げる規定による改正前の地方税法附則第１５条の８第４項に規定する高齢

者向け優良賃貸住宅である貸家住宅については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第４条 この条例（附則第１条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この

条において同じ。）の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の

例によることとされる町税及びこの附則の規定によりなお効力を有することとさ

れる旧条例の規定に係る町税に係るこの条例の施行後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 
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大口町税条例の一部改正新旧対照表 

第１条による改正 

新 旧 

（納税管理人に係る不申告に関する過料） （納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第７条 前条第２項の認定を受けていない

町税の納税義務者で同条第１項の承認を

受けていないものが同項の規定によって

申告すべき納税管理人について正当な事

由がなくて申告しなかった場合において

は、その者に対し、１０万円以下の過料を

科する。 

第７条 前条第２項の認定を受けていない

町税の納税義務者で同条第１項の承認を

受けていないものが同項の規定によって

申告すべき納税管理人について正当な事

由がなくて申告しなかった場合において

は、その者に対し、３万円以下の過料を科

する。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

（所得税に係る更生又は決定事項の申告

義務） 

（所得税に係る更生又は決定事項の申告

義務） 

第３５条の３ 略 第３５条の３ 略 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に

記載された事項（施行規則第２条の３第１

項に規定する事項を除く。）のうち法第３

１７条の２第１項各号又は第３項に規定

する事項に相当するもの及び次項の規定

により附記された事項は、前条第１項又は

第３項から第５項までの規定による申告

書に記載されたものとみなす。 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に

記載された事項（施行規則第２条の３第１

項各号に掲げる事項を除く。）のうち法第

３１７条の２第１項各号又は第３項に規

定する事項に相当するもの及び次項の規

定により附記された事項は、前条第１項又

は第３項から第５項までの規定による申

告書に記載されたものとみなす。 

３ 略 ３ 略 

（町民税に係る不申告に関する過料) （町民税に係る不申告に関する過料) 

第３５条の４ 町民税の納税義務者が第３

５条の２第１項、第２項もしくは第３項の

規定によって提出すべき申告書を正当な

理由がなくて提出しなかった場合または

同条第７項もしくは第８項の規定によっ

て申告すべき事項について正当な理由が

なくて申告をしなかった場合においては、

その者に対し、１０万円以下の過料を科す

る。 

第３５条の４ 町民税の納税義務者のうち

第３５条の２第１項、第２項もしくは第３

項の規定によって提出すべき申告書を正

当な理由がなくて提出しなかった場合ま

たは同条第７項もしくは第８項の規定に

よって申告すべき事項について正当な理

由がなくて申告をしなかった場合におい

ては、その者に対し、３万円以下の過料を

科する。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

（固定資産税の課税標準） （固定資産税の課税標準） 

第５７条の２ 略 第５７条の２ 略 
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新 旧 

２～８ 略 ２～８ 略 

９ 住宅用地（法第３４９条の３の２第１項

に規定する住宅用地をいう。以下この条及

び第６７条の２において同じ。）に対して

課する固定資産税の課税標準は、第１項か

ら第６項まで及び法第３４９条の３第１

２項の規定にかかわらず、当該住宅用地に

係る固定資産税の課税標準となるべき価

格の３分の１の額とする。 

９ 住宅用地（法第３４９条の３の２第１項

に規定する住宅用地をいう。以下この条及

び第６７条の２において同じ。）に対して

課する固定資産税の課税標準は、第１項か

ら第６項まで及び法第３４９条の３第１

１項の規定にかかわらず、当該住宅用地に

係る固定資産税の課税標準となるべき価

格の３分の１の額とする。 

１０ 小規模住宅用地（法第３４９条の３の

２第２項に規定する小規模住宅用地をい

う。以下この項において同じ。）に対して

課する固定資産税の課税標準は、第１項か

ら第六項まで及び前項並びに法第３４９

条の３第１２項の規定にかかわらず、当該

小規模住宅用地に係る固定資産税の課税

標準となるべき価格の６分の１の額とす

る。 

１０ 小規模住宅用地（法第３４９条の３の

２第２項に規定する小規模住宅用地をい

う。以下この項において同じ。）に対して

課する固定資産税の課税標準は、第１項か

ら第六項まで及び前項並びに法第３４９

条の３第１１項の規定にかかわらず、当該

小規模住宅用地に係る固定資産税の課税

標準となるべき価格の６分の１の額とす

る。 

（固定資産に係る不申告に関する過料） （固定資産に係る不申告に関する過料） 

第６８条 固定資産の所有者（法第３８６条

に規定する固定資産の所有者をいう。）が

第６７条の２又は法第３８３条の規定に

よって申告すべき事項について正当な事

由がなくて申告をしなかった場合におい

ては、その者に対し、１０万円以下の過料

を科する。 

第６８条 固定資産の所有者（法第３８６条

に規定する固定資産の所有者をいう。）が

第６７条の２又は法第３８３条の規定に

よって申告すべき事項について正当な事

由がなくて申告をしなかった場合におい

ては、その者に対し、３万円以下の過料を

科する。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

（軽自動車税に係る不申告等に関する過

料） 

（軽自動車税に係る不申告等に関する過

料） 

第７９条 軽自動車等の所有者等又は第７

３条第２項に規定する軽自動車等の売主

が前条の規定によって申告し、又は報告す

べき事項について正当な理由がなくて申

告又は報告をしなかった場合においては、

その者に対し、１０万円以下の過料を科す

る。 

第７９条 軽自動車等の所有者等又は第７

３条第２項に規定する軽自動車等の売主

が前条の規定によって申告し、又は報告す

べき事項について正当な理由がなくて申

告又は報告をしなかった場合においては、

その者に対し、３万円以下の過料を科す

る。 
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新 旧 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

（たばこ税に係る不申告に関する過料）  

第９２条の２ たばこ税の申告納税者が正

当な事由がなくて第９０条第１項又は第

２項の規定による申告書を当該各項に規

定する申告書の提出期限までに提出しな

かった場合においては、その者に対し、１

０万円以下の過料を科する。 

 

２ 前項の過料の額は、情状により、町長が

定める。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において

発する納入通知書に指定すべき納期限は、

その発付の日から１０日以内とする。 

 

（特別土地保有税に係る不申告に関する

過料） 

 

第１２５条の２ 特別土地保有税の納税義

務者が正当な事由がなくて前条第１項の

規定による申告書を同項に規定する申告

書の提出期限までに提出しなかつた場合

においては、その者に対し、１０万円以下

の過料を科する。 

 

２ 前項の過料の額は、情状により、町長が

定める。 

 

３ 第１項の過料を徴収する場合において

発する納入通知書に指定すべき納期限は、

その発付の日から１０日以内とする。 

 

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第１２５条の３ 町長は、次の各号の１に該

当する土地又はその取得のうち、町長にお

いて必要があると認めるものについては、

その所有者又は取得者に対して課する特

別土地保有税を減免することができる。 

第１２５条の２ 町長は、次の各号の１に該

当する土地又はその取得のうち、町長にお

いて必要があると認めるものについては、

その所有者又は取得者に対して課する特

別土地保有税を減免することができる。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

附 則 附 則 

（肉用牛の売却による事業所得に係る町 （肉用牛の売却による事業所得に係る町
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新 旧 

民税の課税の特例） 民税の課税の特例） 

第８条 昭和５７年度から平成２７年度ま

での各年度分の個人の町民税に限り、法附

則第６条第４項に規定する場合において、

第３５条の２第１項の規定による申告書

（その提出期限後において町民税の納税

通知書が送達される時までに提出された

もの及びその時までに提出された第３５

条の３第１項の確定申告書を含む。次項に

おいて同じ。）に肉用牛の売却に係る租税

特別措置法第２５条第１項に規定する事

業所得の明細に関する事項の記載がある

とき（これらの申告書にその記載がないこ

とについてやむを得ない理由があると町

長が認めるときを含む。次項において同

じ。）は、当該事業所得に係る町民税の所

得割の額を免除する。 

第８条 昭和５７年度から平成２４年度ま

での各年度分の個人の町民税に限り、所得

割の納税義務者が前年中に租税特別措置

法第２５条第１項各号に掲げる売却の方

法により当該各号に定める肉用牛を売却

し、かつ、その売却した肉用牛がすべて同

項に規定する免税対象飼育牛（次項におい

て「免税対象飼育牛」という。）である場

合（その売却した肉用牛の頭数の合計が２

千頭以内である場合に限る。）において、

第３５条の２第１項の規定による申告書

（その提出期限後において町民税の納税

通知書が送達される時までに提出された

もの及びその時までに提出された第３５

条の３第１項の確定申告書を含む。次項に

おいて同じ。）にその肉用牛の売却に係る

同法第２５条第１項に規定する事業所得

の明細に関する事項の記載があるとき（こ

れらの申告書にその記載がないことにつ

いてやむを得ない理由があると町長が認

めるときを含む。次項において同じ。）は、

当該事業所得に係る町民税の所得割の額

（前年の第３２条第１項に規定する総所

得金額に係る町民税の所得割の額から、当

該事業所得がないものとして計算した場

合における同項の総所得金額に係る町民

税の所得割の額を控除した額とする。）を

免除する。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の町民

税に限り、法附則第６条第５項に規定する

場合において、第３５条の２第１項の規定

による申告書に肉用牛の売却に係る租税

特別措置法第２５条第２項第２号に規定

する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額

に係る町民税の所得割の額は、第３２条か

２ 前項に規定する各年度分の個人の町民

税に限り、所得割の納税義務者が前年中に

租税特別措置法第２５条第１項各号に掲

げる売却の方法により当該各号に定める

肉用牛を売却し、かつ、その売却した肉用

牛のうちに免税対象飼育牛に該当しない

もの又は免税対象飼育牛に該当する肉用

牛の頭数の合計が２千頭を超える場合の
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新 旧 

ら第３３条の３まで、第３３条の６から第

３３条の８まで、附則第７条第１項、附則

第７条の３第１項及び前条第２項の規定

にかかわらず、法附則第６条第５項各号に

掲げる金額の合計額とすることができる。 

当該超える部分の免税対象飼育牛が含ま

れている場合（その売却した肉用牛がすべ

て同項に規定する免税対象飼育牛に該当

しないものである場合を含む。）において、

第３５条の２第１項の規定による申告書

にその肉用牛の売却に係る同法第２５条

第２項第２号に規定する事業所得の明細

に関する事項の記載があるときは、その者

の前年の総所得金額に係る町民税の所得

割の額は、第３２条から第３３条の３ま

で、第３３条の６から第３３条の８まで、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項

及び前条第２項の規定にかかわらず、次に

掲げる金額の合計額とすることができる。 

 (1) 租税特別措置法第２５条第２項第１

号に規定する売却価格の合計額に１０

０分の０．９を乗じて計算した額 

 (2) 租税特別措置法第２５条第２項第２

号に規定する事業所得の金額がないも

のとみなして計算した場合における前

年の総所得金額につき、第３２条から第

３３条の３まで、第３３条の６から第３

３条の８まで、附則第７条第１項、附則

第７条の３第１項及び前条第１項の規

定により計算した所得割の額に相当す

る金額 

３ 略 ３ 略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告） 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

２～３ 略 ２～３ 略 

４ 法附則第１５条の８第４項の貸家住宅

について、同項の規定の適用を受けようと

する者は、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに次に掲げる事項を記載し、

かつ、高齢者の居住の安定確保に関する法

４ 法附則第１５条の８第４項の貸家住宅

について、同項の規定の適用を受けようと

する者は、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに次に掲げる事項を記載し、

かつ、高齢者の居住の安定確保に関する法
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新 旧 

律(平成１３年法律第２６号)第７条第１

項の登録を受けた旨を証する書類及び当

該貸家住宅の建設に要する費用について

令附則第１２条第２１項第２号に規定す

る補助を受けている旨を証する書類を添

付した申告書を町長に提出しなければな

らない。 

律(平成１３年法律第２６号)第３１条の

規定による認定を受けた旨を証する書類

及び当該貸家住宅の建設に要する費用に

ついて令附則第１２条第２１項第２号に

規定する補助を受けている旨を証する書

類を添付した申告書を町長に提出しなけ

ればならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

第２条による改正 

新 旧 

附 則 附 則 

（個人の町民税に関する経過措置） （個人の町民税に関する経過措置） 

第３条 略 第３条 略 

２～８ 略 ２～８ 略 

９ 町民税の所得割の納税義務者が、平成２

１年１月１日から平成２５年１２月３１

日までの間に支払を受けるべき新条例附

則第１６条の３第１項に規定する上場株

式等の配当等を有する場合には、当該上場

株式等の配当等に係る配当所得について

は、同項前段の規定により、上場株式等に

係る課税配当所得の金額（同項前段に規定

する上場株式等に係る課税配当所得の金

額をいう。以下この項において同じ。）に

対して課する町民税の所得割の額は、同条

第１項前段の規定にかかわらず、当該上場

株式等に係る課税配当所得の金額の１０

０分の１.８に相当する額とする。 

９ 町民税の所得割の納税義務者が、平成２

１年１月１日から平成２３年１２月３１

日までの間に支払を受けるべき新条例附

則第１６条の３第１項に規定する上場株

式等の配当等を有する場合には、当該上場

株式等の配当等に係る配当所得について

は、同項前段の規定により、上場株式等に

係る課税配当所得の金額（同項前段に規定

する上場株式等に係る課税配当所得の金

額をいう。以下この項において同じ。）に

対して課する町民税の所得割の額は、同条

第１項前段の規定にかかわらず、当該上場

株式等に係る課税配当所得の金額の１０

０分の１.８に相当する額とする。 

１０～１５ １０～１５ 

１６ 町民税の所得割の納税義務者が、平成

２１年１月１日から平成２５年１２月３１

日までの間に地方税法等の一部を改正する

法律（平成２０年法律第２１号）第１条の

規定による改正後の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）附則第３５条の２の６第

１２項に規定する上場株式等（以下この項

１６ 町民税の所得割の納税義務者が、平成

２１年１月１日から平成２３年１２月３

１日までの間に地方税法等の一部を改正

する法律（平成２０年法律第２１号）第１

条の規定による改正後の地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）附則第３５条の２の

６第１２項に規定する上場株式等（以下こ
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新 旧 

において「上場株式等」という。）の譲渡（新

条例附則第１９条の２第２項に規定する譲

渡をいう。）のうち租税特別措置法第３７条

の１２の２第２項各号に掲げる上場株式等

の譲渡をした場合には、当該上場株式等の

譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得

（同法第３２条第２項の規定に該当する譲

渡所得を除く。）については、新条例附則第

１９条第１項の規定により同項に規定する

株式等に係る譲渡所得等の金額のうち当該

上場株式等の譲渡に係る事業所得の金額、

譲渡所得の金額及び雑所得の金額として地

方税法施行令及び国有資産等所在市町村交

付金法施行令の一部を改正する政令（平成

２０年政令第１５２号）附則第７条第１０

項に定めるところにより計算した金額（以

下この項において「上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」という。）に対して課する町

民税の所得割の額は、新条例附則第１９条

第１項の規定にかかわらず、上場株式等に

係る課税譲渡所得等の金額（上場株式等に

係る譲渡所得等の金額（次項の規定により

読み替えて適用される新条例附則第１９条

第２項の規定により読み替えて適用される

新条例第３４条の２の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）をいう。）の１

００分の１．８に相当する金額とする。 

の項において「上場株式等」という。）の

譲渡（新条例附則第１９条の２第２項に規

定する譲渡をいう。）のうち租税特別措置

法第３７条の１２の２第２項各号に掲げ

る上場株式等の譲渡をした場合には、当該

上場株式等の譲渡による事業所得、譲渡所

得及び雑所得（同法第３２条第２項の規定

に該当する譲渡所得を除く。）については、

新条例附則第１９条第１項の規定により

同項に規定する株式等に係る譲渡所得等

の金額のうち当該上場株式等の譲渡に係

る事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑

所得の金額として地方税法施行令及び国

有資産等所在市町村交付金法施行令の一

部を改正する政令（平成２０年政令第１５

２号）附則第７条第１０項に定めるところ

により計算した金額（以下この項において

「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と

いう。）に対して課する町民税の所得割の

額は、新条例附則第１９条第１項の規定に

かかわらず、上場株式等に係る課税譲渡所

得等の金額（上場株式等に係る譲渡所得等

の金額（次項の規定により読み替えて適用

される新条例附則第１９条第２項の規定

により読み替えて適用される新条例第３

４条の２の規定の適用がある場合には、そ

の適用後の金額）をいう。）の１００分の

１．８に相当する金額とする。 

１７～２０ 略 １７～２０ 略 

２１ 平成２１年１月１日から平成２５年１

２月３１日までの期間内に新条例附則第２

０条の４第３項に規定する所得割の納税義

務者が支払を受けるべき同項に規定する条

約適用配当等に係る同項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の５」とあるの

は「１００分の３」と、「１００分の３」と

あるのは「１００分の１．８」とする。 

２１ 平成２１年１月１日から平成２３年１

２月３１日までの期間内に新条例附則第２

０条の４第３項に規定する所得割の納税義

務者が支払を受けるべき同項に規定する条

約適用配当等に係る同項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の５」とあるの

は「１００分の３」と、「１００分の３」と

あるのは「１００分の１．８」とする。 
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第３条による改正 

新 旧 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 

第１条 略 第１条 略 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 附則第１９条の３の改正規定及び次

条第６項の規定 平成２７年１月１日 

(4) 附則第１９条の３の改正規定及び次

条第６項の規定 平成２５年１月１日 

(5) 略 (5) 略 

（町民税に関する経過措置） （町民税に関する経過措置） 

第２条 略 第２条 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

６ 新条例附則第１９条の３の規定は、平成

２７年度以後の年度分の個人の町民税に

ついて適用する。 

６ 新条例附則第１９条の３の規定は、平成

２５年度以後の年度分の個人の町民税に

ついて適用する。 

７及び８ 略 ７及び８ 略 
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平成２３年度町税条例等の一部改正要旨 

 

１ 改正の目的 

現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地

方税法等の一部改正に伴い、町民税に係る不申告に関する過料の改正等、所

要の整備を図る必要があるため改正するものです。 

 
２ 改正の概要 

(1) 現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るため

の地方税法等の一部改正に伴う改正 

 
①  租税罰則の見直しに伴う町民税に関する過料の創設及び見直し 

ア 創設 １０万円以下の過料 

（ア） たばこ税に係る不申告 

（イ） 特別土地保有税に係る不申告 

イ 見直し １０万円以下の過料 ← ３万円以下の過料 

（ア） 納税管理人に係る不申告 

（イ） 町民税に係る不申告 

（ウ） 退職所得申告書の不提出 

（エ） 固定資産に係る不申告 

（オ） 軽自動車税に係る不申告 

 
②  上場株式の配当所得及び譲渡所得等に対する税率の特定の適用期間

の延長 

上場株式の配当所得及び譲渡所得等に対する税率の特定の適用期間

を延長し、平成２５年３月３１日までとする。 

【特例の税率】 

町民税 １．８％ （本則  ３％） 

（参考） 

県民税 １．２％ （本則  ２％） 

所得税 ７．０％ （本則 １５％） 
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